





























































































































































































































































































































類 型 名　　　　　　　　　　　称 設　置ｩ治体
井原鉄道，吉備NO能力開発センター，吉備松下，岡山県広
域産業情報システム，多島海観光ワ東道ロードパーク，岡山
空港ターミナル，岡山県食肉センター，岡山県総合流通セン 岡山県
? ター，センチュリーパークチボリ（解散），チボリ・ジャパン
岡山埠頭開発，岡山都市整備，岡山花き清算，岡山水産物清
Z，岡山冷蔵，キャプテンセンター岡山 岡山市
法
水島臨海鉄道，倉敷市開発ビル，くらしきシティプラザ東西
rル管理，鷲羽開発 倉敷市
株式会社 玉野レクレエーション総合開発，瀬戸内国際観光，王子アル
カディアリゾート，スペイン村，玉野ショッピングモール・ 玉野市
アルハンブラ
?
片上埠頭開発，備前総合開発，櫨谷ハイランドパーク 備前市
吉井町是里ワイン醸造揚，建部町めだかの学校，吉備高原建
部観光，井原エンタープライズ，ケーブルネットワーク金
光，奥津地区観光レクリエーション開発，東部作州総合開発 その他
人 株式会社，加茂高原リゾート（解散），グリーンピア蒜山，
新庄村メルヘン・プラザほか
有限会社 赤坂物産センター，哲多すずらん食品加工，中央町ふるさとｨ産，吉永町三国特産 その他
岡山市土地開発公社，倉敷市土地開発公社，備前市土地開発
開発公社，新見市土地開発公社，津山市土地開発公社，真庭
三 土地開発公社，御津郡土地開発公社，笠岡市土地開発公社，
公
土地開発
?@　社
井原市土地開発公社，玉野市土地開発公社，久米郡土地開発
?ﾐ，日生町土地開発公社，矢掛町土地開発公社，高梁市土
n開発公社，総社市土地開発公社，英田土地開発公社，寄島
ｬ土地開発公祉，鴨方町土地開発公社，真備町土地開発公
社，成羽町土地開発公社，赤磐土地開発公社，金光町土地開
発公社
社 住宅供給
?@　社 岡山県住宅供給公社
道路公社 岡山県道路公社
注！）自治省地域政策研究会編（1990）：「地方公社総覧」（平成2年版），岡山県議
　　会事務局（1991）：「第3セクターについて」（平成3年1月），岡山県自治体問
　　題研究所によるアンケート調査（1990）およびその後の調査の結果をもとに作成。
　2）太字のものは「地方公社総覧」（平成2年版）に見えるもの。
　3）是里ワイン醸造場は，「地：方公社総覧」（各年度版）には有限会社となっている
　　が，最初から株式会社として設立された。
　（岡山「第3セクター」研究会編『地方都市と「第3セクター」一岡山からの検
　　証』1992年，参照）
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41．2％），社団法人が12社（8．8％），商法に基づく株式会社が40社
（29．4％），有限会社が4社（2，9％），特別法に基づく土地開発公社が22社
（16．2％），住宅供給公社及び地方道路公社が各1社（！．5％）となってい
る。
　設置自治体では県設置が51社と全体の37．2％を数え最：も多くなっている。
次いで岡山市の12社，倉敷市の8社，井原市の6社，玉野市の8社，など都
市部が多くなっているが，農村部にもかなり見られる。
　事業分野別では，観光レジャー分野が26社で全体の22．3％と第1位を占あ
ている。次いで農…林水産分野が16社（14．3％）と高いのは，伝統的な農業県
岡山県の特徴を示すものであろう。次いで商工業分野15社（13．4％），福祉
医療分野14社（12．5％），教育文化分野8社（7．1％），施設管理分野6社
（5．3％），環境保全分野と情報通信分野がそれぞれ4社（各3．6％），交通
運輸分野3社（2．7％）となっている。農産加工・販売活動は商工分野に入れ
ているか，これを加えると農林水産分野の比率がもっと高くなる（13）。
　「第3セクター」設立を促進する国の政策としては，1969（昭和44）年新
全国総合開発計画において「公共・民間の混合方式による新たな事業主体を
創設して民間資金の導入を図る方式」が打ち出され，この前後からいわゆる
「第3セクター」の設立が急激に見られ出している。また，1973（昭和48）
年に策定された経済社会基本計画において，「事業の公共性を確保する必要
があるとき，また，多大の初期投資を要し，投資の懐妊期間が長い事業に対
し，企業に投資決意を行なわせるために必要があるときは，公的主体がその
経営に参画する公私共同企業，’いわゆる第三セクターの活用を図る」とさ
れ，さらに「国ないし地方公共団体が行なってきた事業であっても，民間部
門が効率的かつ適正に実施しうるものはできるかぎり民間部門に委譲すると
ともに，必要に応じて民間部門と公共部門との共同機構（第三セクター）を
積極的に活用する」とされた。
　1980年代には，国の「第3セクター」に対するインセンティブ（政策優遇
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措置）を与える諸法律がいくつか生まれている（14）。
　以上にみるとおり，「第3セクター」の設立が「民間活力の導入」を名目
に，いっそう促進されたのであった。
　第4に，公営企業会計から「第3セクター」型企業体への転換の問題があ
る。元来，地方公営企業は，地方公営企業法のもとで運営される交通，水
道，病院その他の事業である。地方公営企業が発達していったのは，交通，
水道，病院等が地域の住民にとって不可欠の生活行政サービスであり，「公
共性」の高いものだからであった。これを公営事業会計の一つとして地方財
政の一環に位置づけておくことの意義は大きいものであり，法の趣旨と建て
前から独立採算性，効率的な財政運営が趣旨とされ，「公共」の枠内での発達
が目指されたのであった。しかし，経営の採算性が合わなくなり経営困難に
陥った市営電車，市営バス，鉄道等が，その後民営化されたり「第3セク
ター」型運営に変えられたり（臨海鉄道，地方の過疎線）したケースが多く
なっている。
　これには，高寄昇三氏も指摘されるような硬直的な行政運営の問題点があ
り，経営上ゆきずまり，公共財サービス供給機能を充分果たせなくなってい
るものも多いかも知れない。ただ，公営企業会計は，地方公営企業法の適用
のもとに置かれて運用されており，この否定→「第3カ条ター」企業への移
行が即望ましい方向かどうかについては，さらに個々の企業体の実情に応じ
た検討がなされていかねばならないと思われる。
c　財政問題
地方公社・「第3セクター」の財政問題について，いくつか見ておこう。
〈出資金と公的コントロール〉
　地方公社のうち特別法に基づく地方三公社一道路公社，住宅供給公社，
土地開発公社一については，地方自治体の全額出資によっており，ひとま
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ず公的コントロールのもとに置かれていることであろう。ただ，役員派遣に
見られる人的構成では，地方自治体首長，理事者，議会議長，関係職員など
のほかに民間の地方銀行協会，商工会議所会頭など産業界からの参加が見ら
れていることに注意しておかねばならない。また，資金運用面では，出資金
（出島金）の何倍かの民間金融機関からの借入れが行なわれ，信用膨張をも
たらしているケースもある。ただし，自治体全額出資の三公社は，ひとま
ず，議会報告のもとで，地方自治体からのコントP一ルの下に置かれている
ことを指摘できる。ただ，住民サイドから見た場合，その運営面において，
事業内容が充分住民に公開されているかの点ではなお問題点も残される。
　次に，自治体の出資金の比重と，地方公社への自治体からのコントロー
ル，つまり公共性の確保の関係についてである。
　この場合，自治体の出資額が50％以上の場合，議会への報告義務が生じ，
また25％以上の場合，監査委員の監査対象となることが知られている。この
点をより詳しく見ると，まず第1に，国や地方自治体，又は公社・公団（地
方自治体の一部出資する公社を通じて関与する場合もある）等公社部門から
の出資が50％以上の場合についてである。この場合，法人の重要な意思決定
においてひとまず公的コントロールが保てていると言える。
　この場合の地方自治法上からのコントロールへの根拠を挙げておくとすれ
ば
　①地方公共団体の長は，予算の執行の適正を期するため，収入及び支出の
　実績若しくは見込みについての報告の徴収，予算の執行状況についての実
　地調査等を行なえること（地方自治法第22！条）。
　②地方公共団体の長は，毎所業年度，当該法人の事業計画及び決算に関す
　る書類を作成し，これを次の議会に提出しなければならないこと（地方自
　治法第243条の3）。
　以上の2つにあり，地方議会からのコントP一ルは充分可能であり，公共
性の確保はひとまず果たされていると言える。
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　第2に，自治体の出資が25％以上の場合の公共性の確保についてである。
この点では，
　当該地方公共団体の出資が25％以上の場合，監査委員はその法人を監査す
　ることができる（地方自治法第199条）。
の規定が根拠とされている。つまり，自治体が25％以上出資する「地方公社
等」については，自治体の監査委員の監査権が及ぶ範囲を前提していること
であり，これを通じて，公共性の確保を可能ならしめているのであろう。
　しかし，この点では，高寄氏や（財）神戸都市問題研究所・都市経営研究
会などが指摘する通り，二面率が高くても，人的・業務的関連性などにお
いて関連がない場合」は外郭団体とは言えないし，また，出資率が低くて
も，人的・業務的な関連において当該自治体と密接な関係，つまり事実上の
支配関係がある場合，外郭団体とすべきだということになる。高寄氏の掲げ
た外郭団体の範囲をちなみに図示してみると，表2の通りとなるのである。
つまり，地方自治体の関係．公共性確保については，単に出資金構成におけ
る自治体出資の比重のみでなく，人的構成等地方自治体の運営面での主導性
が考慮されねばならないだろう。
〈「第3セクター」への商法上の関与〉
　次に，「第3セクター」＝商法法人に対する地方自治体の関与についてで
あるが，出資者（株主）としての地方自治体の「第3セクター」への関与の
権限については，1株以上から3分の2以上までについて，およそ表3にみ
　　　　表2　外郭団体の範囲
地方公祉 25％以上の出資法人
民　法　法　人
商　法　法　人
土地開発公社，地方住宅供給公社，地方道路公社
非出資団体等（事実上の支配関係）
注）高寄昇三『外郭団体の経営』学陽書房，1991年による。
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表3　「第3セクター」に関する商法上の関与
1株以上
　　代表訴訟権（267条）　　役員無効提訴書（428条）等
1／100以上
①総会検査役選任請求権（237条の2）
②株主提案権（一定の事項を株主総会の目的とする）（232条の2）
3／100以上
①株主総会の招集請求権（237条の①，②）
②取締役監査役の解任請求権（257条の②，280条）
1／10以上
①帳簿閲覧権（293条の6）
②検査役退任請求権（294条の①）
③解散請求権（406条の2）
1／3以上
特別決議及び特殊の決議事項の議決の阻止
1／2以上
普通決議事項の議決（計算書類の承認，取締役の選任等）
2／3以上
特別決議事項の議決
①定款変更（343条）
②資本減少（375条）
③　転換社債の発行（341条の2　③）
④取締役，監査役の解任（257条の①，280条）
⑤会社の解散（405条）
⑥会社の継続（406条）
⑦合併及び設立委員の選任（408条，56条④）
⑧事後設立（246条）
⑨　営業の全部又は重要な一部の譲渡等（245条）
特殊の決議事項の議決
①株式譲渡制限のための定款変更（348条）
②取締役，会社間取引に関する取締役の責任の免除（266条⑤）
　注）　「地方財務」編集局（1991）：一Q＆A　第3セクターの知識と運用「地方財務」
　　1991年11月号による。
るような関与権があるとされている。
　つまり，1株以上で代表訴訟権（商法第267条），役員無効提訴権（同仁
428条）等が発生するのである。
　100分の1以上で総会検査役選任請求権（商法第237条の2）が発生する。
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　100分の3以上で，株主総会の招集請求権（商法第237条の①，②）等が発
生する。
　10分の1以上では，帳簿閲覧権（商法第293条の6）が発生する。
　2分の1以上では，普通決議事項の議決（計算書類の承認，取締役の選任
等）への関与が可能となる。
　そうして，3分の2以上では，定款変更，会社の継続等特別決議事項の議
決が可能となるのであり，出資額の割合にタって「第3セクター」への自治
体の関与の割合が異なっていることに注意しておく必要がある。
　いずれにしても，2分の1以上で法人の普通議決事項の議決への関与が可
能とされているのである。
〈「第3セクター」に対する自治体の財政支援措置〉
　「第3セクター」に対する自治体の支援措置をめぐっては，人的なものと
財政的なものが考えられるが，人的支援としての職員派遣をめぐる問題点に
ついては第3章で触れているので，ここでは主として財政的な支援をめぐる
問題について簡単に触れておこう。
　まず第1に，自治体の「第3セクター」への出資については，当然のこと
ながら地方自治体等の諸手続きが必要であるが，予算としては議会の議決が
必要なことはいうまでもない。
　第2に，補助金を支出できるのは，地方自治法第232条の2により「公益上
必要な場合」に限られている。また，債務保証契約についても，法人に対す
る政府の財政援助の制限に関する法律第3条により，原則的に禁止されてい
る。したがって，「第3セクター」に対する地方自治体・国からの財政援助措
置については，F一般職員の派遣等による人的関与」以外には極めて限られ
たものとならざるを得ず，「第3セクター」の独立採算的運営が要請されて
いる。
　なお，商法法人である「第3セクター」は本来「営利法人」であり，事業
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の公益性が特に強く職員派遣が必要な場合にのみ，職員派遣を行ない得ると
考えられる。地方公務員法第35条に基づく条例で職員の職務専念義務を免除
する方法は，職員の研修への参加等を前提とした制度の趣旨から言って適当
でないとする考えも見られる（15）。
〈「第3セクター」の事業と信用膨張〉
　「第3セクター」の事業が，きわめて少ない出資金（旧訳金）で，その何
倍かの事業を行ない，著しい公信用膨張をもたらし，リスク性の高い事業内
容となっている点については，筆者はすでに別のところでも何回か指摘して
きた。例えば，地方銀行の地方公社に対する融資は1980年頃にe＃　，地方銀行
の地方公社預金の5倍～7倍にも達していた㈹。したがって，地方公社が公
共用地の先行取得の役割を担っているにもかかわらず，バブル経済全盛期に
は，銀行の過剰融資と併せて，結果的には土地投機を促進するケースもあっ
たのではないかと思われる。
4　むすびにかえて
　以上，「第3Vクター」の財政問題について，出資金，商法上の関与，自治
体の財政援助措置，出資金と信用膨張との関係等について，当面するいくつ
かの問題点と検討課題について見てきた。
　これらの問題点と改善方向をめぐっては，現在，自治省の研究会でも検討
が続けられ，いくつかの提案が行われている（1η。今日，住民ニーズの多様化
と高度化の中で「第3セクター」が担う準公共財分野が拡大しつつあるとの
見解も見られるが，この面での財政学的検討も今後必要とされるだろう。
　ただ，わが国のバブル経済が崩壊した今，要は，地方行政分野において
も，過渡的団体の性格の強い「第3セクター」の地方自治行財政制度として
の法的性格を明確化させ，その財政（会計）責任制のあり方とさらに検討し
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ていくと共に財政情報の議会及び住民への十分な公開と財政運営への民主主
義を如何にして保証してゆくかが，地方自治と「第3セクター」運用をめぐ
る当面の最大の課題となってきていることは，先の岡山市におけるチボリ公
園誘致をめぐる事態からもの明らかなところであろう。
　現代地方財政の複合経営化（コングロマリット化）をめぐる諸分野の拡大
の中で，地方財政の民主主義とは何か，真の地方自治とは何か。地方自治体
の行政，議会のあり方と体質が改めて問いなおされる時節を迎えたことは間
違いない（18）。
注
（1）現代日本の地方行財政における複合経営化の概念をめぐっては，すでに高寄昇三氏
　　（同氏著r外郭団体の経営』学陽書房，1997年，をはじめ何人かが使用してきている。
　最近では伊東弘文r入門地方財政』ぎょうせい，1992年，40ページ，などでも使用され
　ている。私はこの問題を多様化する鞄方行政分野を含めて用いているが，本稿はこの問
　題接近への・一一一試論である。
（2）自治省財政局r地方財政白書』平成4年版（1992）による。
（3）同上書，203ページによる。
（4）拙著r現代地方自治財政論』青木書店，1986年，11ページ。戦前の大都市では，帝国
　の首都東京市の区のみが学区も兼ね，独立の区会や一定の財産権を持つ法人として認
　められていた。
（5）同上，！6－17ページ。
（6）狭域行政をめぐる視点については，拙稿「政府間関係と事務再配分一「広域行政
　論」の動向をふまえて一」池上惇・林健久・淡路剛久編『21世紀の政治経済学』有斐
　閣，1991年1月刊，所収を参照。
（7）例えば，渡辺精一『入門地方財政』有斐閣，1993年，168ページ。
（8）同上，168ページ。
（9）自治省財政局r地方財政白書』平成4年版（1992），103ページ。
（10）この点，和田八束・野呂昭朗編『現代の地方財政』有斐閣，1992年，181ページ，の見
　解に筆者も同感である。
（11）前掲，高寄昇三『外郭団体の経営』はしがき。
（12）拙著r現代地方自治財政論』青木書店，31ページ以下。
（13）この点は，岡山「第3セクター」研究会編『地方都市と「第3セクター」一岡山から
　の検証』自治体研究社，1992年目71ページ参照。以上の動向には，1987年5月施行の総
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　合保養地域整備法（いわゆるリゾート法）の影響がつよく見られる。
（14）例えば，（1）いわゆる民活法といわれる法律（正式には「民間事業者の能力の活用によ
　る特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」）により，1986年度から特定施設の整備
　を行なう「第3セクター」に対し，国税・地方税の特例措置，NTT無利子融資が適用
　されるに至った。（2）社会資本整備法（正式には「日本電信電話株式会社の売払収入の活
　用による社会資本の整備の促進に関する特別措置法」）により，1987年度から「第3セ
　クター」等の行なう収益回収型事業（民活法事業，リゾート法事業ほか）を対象として
　NTT株式売却益の活用による無利子融資を行なうこととなった。（3）また，民間都市開
　発の推進に関する特別措置法により，1987年度からNTT無利子融資等の支援措置を
　適用している。
（15）『地方財務』ぎょうせい，1991年11月号，45～46ページ。
（16）拙稿「地方公社・第3セクター」吉岡健次・和田八束編r新版現代地方財政論』（改訂
　版）有斐閣，1982年所収，参照。
（17）地方公営企業の新展開等に関する研究会（事務局・自治省財政局）「地方公営企業に準
　ずる第三セクターについて」1992年，参照。この報告書では，企業型「第3セクター」
　の問題点を指摘し，その活用に当たって改善すべき点を次の7点にわたって提言して
　いる。即ち，
　　1．地方公共団体をして，第3セクターの活用に関する基本方針を明確化しておくこ
　　　と。
　2．企画・構想段階で，事業の内容，採算性，第3セクター方式の適否等事業経営の基
　　　本的事項について十分検討すること。
　　3．参画する企業のどのような活力を活用するのか，官民の役割分担を明確にするこ
　　　と。
　4．事業の成果について常に評価を行なうとともに，事業内容の見直しを行なう等，事
　　　業環境の変動に即応した機動的効率的運営を図り，必要な場合には存廃を含め的
　　　確な対応策を講じること。
　　5．地方公共団体の関与は大網的事項にとどめ，日常的な経営については第3セクター
　　　に委ねること。
　　6．第3セクターは独立した経営士として自立経営を基本とし，経済性の追求に努める
　　　こと。
　　7．地方公共団体の損失補償は特に慎重に対応すること（首長が個人保証を行なうこと
　　　はその公的役割から見て不適当）。
　いずれも，もっともな改善への提案というべきであろう。
（18）この意味では地方財政のコングロマリット化傾向に対応できる地方自治体幹部職員の
　養成と，少なくとも大学院修士水準の見識をもつ人材が，今後地方自治・行政・財政の
　分野で重要な位置を占める時代が到来しつつあると言えるのではなかろうか。
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